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米 政 策 改 革 大 綱

米の過剰基調が継続し、これが在庫の増嵩、米価の低下を引き起こし、その結

果、担い手を中心として水田農業経営が困難な状況に立ち至っている。他方、消

費者ニーズが多様化し、これにきめ細やかに対応した安定的供給の必要性が高ま

っている。

このような状況を踏まえ、水田農業経営の安定発展や水田の利活用の促進等に

よる自給率向上施策への重点化・集中化を図るとともに、過剰米に関連する政策

経費の思い切った縮減が可能となるような政策を行うべく、国民的な観点に立っ

て、次のとおり、水田農業政策・米政策の大転換を図る。

第１ 目的

米を取り巻く環境の変化に対応し、消費者重視・市場重視の考え方に立って、

需要に即応した米づくりの推進を通じて水田農業経営の安定と発展を図る。

このため、需給調整対策、流通制度、関連施策等の改革を整合性をもって実行

する。

第２ 米づくりの本来あるべき姿と実現の道すじ

１ できるだけ早期に望ましい生産構造を実現するため、地域水田農業のビジョ

ンの策定とそれに基づく多様な取組を行い、平成２２年度までに農業構造の展

望と米づくりの本来あるべき姿の実現を目指す。

２ 需給調整システムについて、平成２０年度に農業者・農業者団体が主役とな

るシステムを国と連携して構築する。この間、農業者・農業者団体の自主的・

主体的な取組の強化を目指すものとし、平成１８年度に移行への条件整備等の

状況を検証し、可能であればその時点で判断する。
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３ 農業者・農業者団体が主役となるシステムにおける国及び地方公共団体の役

割を食糧法上明確に位置付ける。

４ 集荷・流通分野の改革は、消費と生産の距離を縮め、市場の変化に迅速に対

応できるよう、関係者との協議の上で可能なものから早期に実施する。

第３ 平成１６年度からの当面の需給調整のあり方

１ 国は、公正・中立な第三者機関的な組織の助言を得て、透明な手続きの下に、

需給情報を策定し公表する。

２ 生産数量を調整する方式へ転換する。生産数量の目標は、客観的な需要予測

を基礎に設定する。その際豊作分については、翌年の生産目標数量から減少さ

せることを基本とし、５の過剰米短期融資制度による過剰処理分を補正する。

生産数量の目標は、行政及び農業者団体の両ルートで配分する。

３ 農業者に対しては、併せて作付目標面積を配分し、確認は面積により行う。

この場合、面積に換算する際の単収については、地域ごとの実態に合わせて設

定する。

４ 助成措置については、地域の多様な取組に応えられる新たな発想の下に、全

国一律の方式から転換し、対策期間中安定した一定の交付額により水田農業の

産地づくりを進める対策と米価下落対策を柔軟に実施する「産地づくり推進交

付金」を創設する。

５ 豊作による過剰米については、「過剰米短期融資制度」を創設し、短期融資

の仕組みを活用して、区分出荷を促し、主体的な販売環境整備を行いつつ、融

資の返済が米の引渡しでなされた場合は、その需要開拓に結びつける。

第４ 流通制度改革

１ 創意工夫ある米産業の発展と需要に応じた米づくりの促進の観点に立って、

流通制度を改革し、安定供給のための自主的な取組を支援する。

２ 実勢に即した価格が形成されるよう、米の取引の場を育成・拡充する。
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３ 消費者の信頼性の回復の観点に立って、適正表示の確保措置、トレーサビリ

ティシステムの導入等を実施する。

４ 消費者の安全性に関する関心に適切に応えていくため、安全性確認体制の確

立を図る。このため、農業者団体等が行う全国的規模での効率的検査体制の整

備を推進するとともに、安全性確保策の強化について引き続き検討する。

５ 米を主食とする日本型食生活の復権を図るため、食生活指針の普及、食育の

推進等について、教育機関、医療機関、研究機関等との連携を図りながら、広

報媒体の有効な活用により、広範な国民運動を展開する。

６ 安定供給を図るための危機管理体制を体系的に整備することとし、この前提

として、流通業者について、届出制の導入等により平常時から幅広く把握でき

る体制を構築する。

７ 政府備蓄について、百万トンを適正備蓄水準として、入札による買入れ・売

渡しを実施する。

第５ 経営政策・構造政策の構築

１ 集落段階での話し合いを通じ、地域ごとに担い手を明確化する。このため、

認定農業者制度の見直し・改善を行う。また、認定農業者に加え、集落営農の

うち一元的に経理を行い、一定期間内に法人化する等の要件を満たす「集落型

経営体（仮称）」を担い手として位置付ける。

２ 米価下落による稲作収入の減少の影響が大きい、一定規模以上の水田経営を

行っている担い手を対象に、すべての生産調整実施者を対象として講じられる

産地づくり推進交付金の米価下落影響緩和対策に上乗せし、稲作収入の安定を

図る対策として、「担い手経営安定対策」を講じる。

３ 担い手のニーズを踏まえた農地の利用集積促進が可能となるような制度面の

措置を強化する。また、水田整備の事業体系を利用集積、経営体の育成等成果

重視の整備へと転換するなど、農地利用集積の確実な進展を図る。
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第６ 水田利用のあり方・農業生産対策の展開

１ 水田利活用の促進と多面的機能の発揮等のため、効率的・安定的な経営体の

確立、田畑輪換を中心とした持続的輪作体系に基づく水田営農、水利用事情等

を踏まえた畑地化等を推進する。これに際し、多収性品種や新形質米の開発普

及、低コスト化農法の定着、耕畜連携のための条件整備、輸送の効率化等の体

制整備を図りつつ、飼料用稲や加工用米の定着・拡大に向けた取組を推進する。

２ 生産の大宗を担い手が担う構造への転換を促進しながら、需要に即した高品

質の麦・大豆生産に取り組む生産者に対する支援策及び耕種農家と畜産農家の

連携による水田を活用した飼料作物生産に取り組む生産者に対する支援策を実

施する。

第７ その他

関連施策（産地づくり推進交付金、過剰米短期融資制度及び担い手経営安定対

策）の具体的内容については、平成１６年度予算の概算要求の決定時までに、各

関連施策間の総合性・整合性をとりながら、農林水産予算全体の適切かつ効果的

な編成の観点に立って決定する。


